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１ 【新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書の提出理由】 

2021年７月21日付をもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の記載事項のうち、「第一部 企

業情報 第２ 事業の状況 ３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (2) 経営者

の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容」、「第一部 企業情報 第４ 提出会社の状況 １ 

株式等の状況 (2) 新株予約権等の状況 ① ストックオプション制度の内容」、「第四部 株式公開情報 第２ 第

三者割当等の概況 １ 第三者割当等による株式等の発行の内容」の記載内容の一部を訂正するため、新規上場申請の

ための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 ……………………………………………………………………………………………………………１ 

第２ 事業の状況 …………………………………………………………………………………………………………１ 

３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 …………………………………１ 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容 ………………………………１ 

第４ 提出会社の状況 ……………………………………………………………………………………………………３ 

１ 株式等の状況 ………………………………………………………………………………………………………３ 

(2) 新株予約権等の状況 ……………………………………………………………………………………………３ 

① ストックオプション制度の内容 ……………………………………………………………………………３ 

第四部 株式公開情報 ………………………………………………………………………………………………………７ 

第２ 第三者割当等の概況 ………………………………………………………………………………………………７ 

１ 第三者割当等による株式等の発行の内容 ………………………………………………………………………７ 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は   罫で示してあります。 
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第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

(訂正前)

⑧ 経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するために客観的な指標等

当社では、事業を継続的に発展させていくためには、将来成長のための広告投資を継続して収益力を高めつつ、

適正な利益の確保を図ることが重要と認識し、客観的な指標として、売上高、広告宣伝費、及び営業利益を重視し

ており、これらの指標のバランスと適正化を図る経営に努めてまいります。

2020年５月期においては、売上高7,106,147千円（前年同期比16.0％増）、広告宣伝費3,227,608千円（前年同期

比4.3％増）、営業利益170,399千円（前年同期比54.7％減）となりました。新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、巣ごもり消費が増加する一方、広告費を抑制する企業が増え一時的に安価に広告枠の獲得が可能となったこと

から、将来収益の効率的な獲得を優先し2020年４月以降の広告宣伝費を政策的に積み増したため、営業利益が減少

いたしました。

今後も当社事業の成長のためには新規顧客獲得のための広告費投下が必要不可欠であることから、広告媒体ごと

の広告市況や顧客の反応、CPO（注１）を随時モニタリングしながら、効果的かつ効率的な広告費投下を実施すると

ともに、営業利益水準にも着目することで収益性の確保も図ってまいります。

また、当社事業モデルを勘案したうえでの重要な経営指標は、ヘルスケアセールス事業及びメディカルケアセー

ルス事業の医薬品通販事業では、今後の収益の源泉となる「一年間に新規獲得した定期顧客数(注２)」を、ヘルス

ケアマーケティング事業では「取引先社数」を、メディカルケアセールス事業のSOKUYAKU事業では、SOKUYAKUプラ

ットフォームの拡大を重視し「会員数（SOKUYAKUアプリダウンロード数）」、「提携医療機関数」及び「提携薬局

数」の３点を、それぞれ重要な指標としております。

2020年５月期においては、ヘルスケアセールス事業及びメディカルケアセールス事業の医薬品通販事業における

一年間に新規獲得した定期顧客数は271,161人（前年同期比19.3％増）となり、効果的な広告投資により新規定期会

員獲得数の大幅な増加となりました。一方、ヘルスケアマーケティング事業における取引先社数は、戦略的に取引

単価の高い優良取引先に絞り込んだことから2020年５月期で122社（前年同期比24.7％減）となりました。なお、メ

ディカルケアセールス事業のSOKUYAKU事業については、2021年２月からの稼働となるため、2020年５月期時点では

該当事項ありません。
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(訂正後)

⑧ 経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社では、事業を継続的に発展させていくためには、将来成長のための広告投資を継続して収益力を高めつつ、

適正な利益の確保を図ることが重要と認識し、客観的な指標として、売上高、広告宣伝費、及び営業利益を重視し

ており、これらの指標のバランスと適正化を図る経営に努めてまいります。

2020年５月期においては、売上高7,106,147千円（前年同期比16.0％増）、広告宣伝費3,227,608千円（前年同期

比4.3％増）、営業利益170,399千円（前年同期比54.7％減）となりました。新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、巣ごもり消費が増加する一方、広告費を抑制する企業が増え一時的に安価に広告枠の獲得が可能となったこと

から、将来収益の効率的な獲得を優先し2020年４月以降の広告宣伝費を政策的に積み増したため、営業利益が減少

いたしました。

今後も当社事業の成長のためには新規顧客獲得のための広告費投下が必要不可欠であることから、広告媒体ごと

の広告市況や顧客の反応、CPO（注１）を随時モニタリングしながら、効果的かつ効率的な広告費投下を実施すると

ともに、営業利益水準にも着目することで収益性の確保も図ってまいります。

また、当社事業モデルを勘案したうえでの重要な経営指標は、ヘルスケアセールス事業及びメディカルケアセー

ルス事業の医薬品通販事業では、今後の収益の源泉となる「一年間に新規獲得した定期顧客数(注２)」を、ヘルス

ケアマーケティング事業では「取引先社数」を、メディカルケアセールス事業のSOKUYAKU事業では、SOKUYAKUプラ

ットフォームの拡大を重視し「会員数（SOKUYAKUアプリダウンロード数）」、「提携医療機関数」及び「提携薬局

数」の３点を、それぞれ重要な指標としております。

2020年５月期においては、ヘルスケアセールス事業及びメディカルケアセールス事業の医薬品通販事業における

一年間に新規獲得した定期顧客数は271,161人（前年同期比19.3％増）となり、効果的な広告投資により新規定期会

員獲得数の大幅な増加となりました。一方、ヘルスケアマーケティング事業における取引先社数は、戦略的に取引

単価の高い優良取引先に絞り込んだことから2020年５月期で120社（前年同期比25.0％減）となりました。なお、メ

ディカルケアセールス事業のSOKUYAKU事業については、2021年２月からの稼働となるため、2020年５月期時点では

該当事項ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

(訂正前)

第２回新株予約権

決議年月日 2017年２月13日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び監査役 ５

従業員または顧問、社外協力者その他これに準ずる地位の者 ４

新株予約権の数（個） ※ 131(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、

内容及び数（株） ※
普通株式 65,500 [131,000](注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 300 [150](注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2017年２月14日～2027年２月13日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） ※

発行価格 305 [152]

資本組入額 152 [76]

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当

社子会社の取締役、監査役、従業員または顧問、社外協力者その他これに

準ずる地位にあることを要する。ただし、取締役会が正当であると認めた

場合はこの限りでない。その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受

けた者との間で締結した「新株予約権割当契約書」で定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 ※
(注)３
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(訂正後)

第２回新株予約権

決議年月日 2017年２月13日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役及び監査役 ５

従業員または顧問、社外協力者その他これに準ずる地位の者 ４

新株予約権の数（個） ※ 131(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、

内容及び数（株） ※
普通株式 65,500 [131,000](注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 300 [150](注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2017年２月14日～2027年２月13日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） ※

発行価格 305 [153]

資本組入額 153 [76]

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当

社子会社の取締役、監査役、従業員または顧問、社外協力者その他これに

準ずる地位にあることを要する。ただし、取締役会が正当であると認めた

場合はこの限りでない。その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受

けた者との間で締結した「新株予約権割当契約書」で定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 ※
(注)３
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(訂正前)

第３回新株予約権

決議年月日 2019年９月13日

付与対象者の区分及び人数(名) 当該新株予約権者の受託者 １

新株予約権の数（個） ※ 95,925 (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、内

容及び数（株） ※
普通株式 95,925 [191,850] (注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 487 [244] (注)３

新株予約権の行使期間 ※ 2019年９月30日～2029年９月29日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） ※

発行価格 499 [249]

資本組入額 250 [125] (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議による承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 ※
(注)６
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(訂正後)

第３回新株予約権

決議年月日 2019年９月13日

付与対象者の区分及び人数(名) 当該新株予約権者の受託者 １

新株予約権の数（個） ※ 95,925 (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、内

容及び数（株） ※
普通株式 95,925 [191,850] (注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 487 [244] (注)３

新株予約権の行使期間 ※ 2019年９月30日～2029年９月29日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） ※

発行価格 499 [250]

資本組入額 250 [125] (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議による承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 ※
(注)６
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第四部 【株式公開情報】

第２ 【第三者割当等の概況】

１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】

(訂正前)

４．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ
ります。

５．当社は、2021年７月７日付で普通株式１株を２株とする株式分割を行っておりますが、上記「発行数」、
「発行価格」、「資本組入額」及び「行使時の払込金額」は、当該株式分割前の「発行数」、「発行価
格」、「資本組入額」及び「行使時の払込金額」を記載しております。

新株予約権

行使時の払込金額 １株につき487円

行使期間
2019年９月30日から

2029年９月29日まで

行使の条件

① 本新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、本

新株予約権を行使することができず、かつ、本要項に別段の定めがある

場合を除き、受託者より本新株予約権の付与を受けた者（以下、「本新

株予約権者」という。）のみが本新株予約権を行使できることとする。

② 本新株予約権の割当日から行使期間の満了日までにおいて次に掲げる

事由のいずれかが生じた場合には、本新株予約権者は残存するすべての

本新株予約権を行使することができない。

(a) 487円（ただし、上記（２）において定められた行使価額同様に適切

に調整されるものとする）を下回る価格を対価とする当社普通株式の発

行等が行われたとき（ただし、払込金額が会社法第199条第３項・同第

200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」及び普通株式の株価

とは異なると認められる価格である場合並びに当該株式の発行等が株主

割当てによる場合等を除く。）。

(b) 487円（ただし、上記（２）において定められた行使価額同様に適切

に調整されるものとする）を下回る価格を行使価額とする新株予約権の

発行が行われたとき（ただし、当該行使価額が当該新株予約権の発行時

点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定されて発行された場

合を除く。）。

(c) 本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商

品取引所にも上場されていない場合、487円（ただし、上記（２）におい

て定められた行使価額同様に適切に調整されるものとする）を下回る価

格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（ただし、資本政策目

的等により当該取引時点における株価よりも著しく低いと認められる価

格で取引が行われた場合を除く。）。

(d) 本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融

商品取引所に上場された場合、上場日以降、当該金融商品取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値が487円（ただし、上記（２）において

定められた行使価額同様に適切に調整されるものとする）を下回る価格

となったとき。

③ 本新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または

当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員または顧問もしくは業

務委託先等の社外協力者であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、

この限りではない。

④ 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権

の行使を行うことはできない。

⑥ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する

事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。
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(訂正後)

４．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ
ります。

新株予約権

行使時の払込金額 １株につき487円

行使期間
2019年９月30日から

2029年９月29日まで

行使の条件

① 本新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、本

新株予約権を行使することができず、かつ、本要項に別段の定めがある

場合を除き、受託者より本新株予約権の付与を受けた者（以下、「本新

株予約権者」という。）のみが本新株予約権を行使できることとする。

② 本新株予約権の割当日から行使期間の満了日までにおいて次に掲げる

事由のいずれかが生じた場合には、本新株予約権者は残存するすべての

本新株予約権を行使することができない。

(a) 487円（ただし、上記（２）において定められた行使価額同様に適切

に調整されるものとする）を下回る価格を対価とする当社普通株式の発

行等が行われたとき（ただし、払込金額が会社法第199条第３項・同第

200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」及び普通株式の株価

とは異なると認められる価格である場合並びに当該株式の発行等が株主

割当てによる場合等を除く。）。

(b) 487円（ただし、上記（２）において定められた行使価額同様に適切

に調整されるものとする）を下回る価格を行使価額とする新株予約権の

発行が行われたとき（ただし、当該行使価額が当該新株予約権の発行時

点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定されて発行された場

合を除く。）。

(c) 本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商

品取引所にも上場されていない場合、487円（ただし、上記（２）におい

て定められた行使価額同様に適切に調整されるものとする）を下回る価

格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（ただし、資本政策目

的等により当該取引時点における株価よりも著しく低いと認められる価

格で取引が行われた場合を除く。）。

(d) 本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融

商品取引所に上場された場合、上場日以降、当該金融商品取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値が487円（ただし、上記（２）において

定められた行使価額同様に適切に調整されるものとする）を下回る価格

となったとき。

③ 本新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または

当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員または顧問もしくは業

務委託先等の社外協力者であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、

この限りではない。

④ 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権

の行使を行うことはできない。

⑥ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する

事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

５．当社は、2021年７月７日付で普通株式１株を２株とする株式分割を行っておりますが、上記「発行数」、
「発行価格」、「資本組入額」及び「行使時の払込金額」は、当該株式分割前の「発行数」、「発行価
格」、「資本組入額」及び「行使時の払込金額」を記載しております。
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